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ひろしまイニシアティブについて 

 

 

 

 

１ 趣旨 

新たな総合計画（安心▷誇り▷挑戦 ひろしまビジョン）の策定を受けて，被爆 75 年を契機に，

核兵器のない平和な世界の実現に向けた取組を強化するための新たな提案として「ひろしまイニ

シアティブ」の策定を進めている。 

この度，骨子(案)をとりまとめるとともに，ひろしまイニシアティブ推進の基盤となる組織と

して，ひろしま国際平和創造センター(仮称)を設置する。 

 

  

２ ひろしまイニシアティブの策定・推進 

（１）目的 

核兵器廃絶に向けた新たな提案を策定・推進することで，核兵器廃絶実現に向けた決意を改

めて示し，核兵器のない平和な世界の実現に具体的に貢献する。 

（２）概要 

被爆 75 年を契機に，核兵器廃絶のための世界的な行動をすべての国，国際機関，市民社会に

改めて呼びかける。 

（３）骨子（案）（詳細は別紙参照） 

ア 国連における核兵器廃絶目標の合意 

2030 年には，核兵器廃絶にむけた核兵器保有国を含む明確な国際的合意が達成されるよ

う，さまざまな国際的プロセスにおいて働きかけを強める。 

イ 核兵器を拒否する世界的規範の強化 

核兵器禁止条約への署名・批准を世界のすべての国へ求めるとともに，核兵器の非人道

性を世界に伝えていく若い世代の育成に力を入れる。 

ウ 核軍縮の促進と核兵器に依存しない安全保障の探求 

核抑止に代替する核兵器に依存しない安全保障政策や核軍縮の具体的方策について研究

と啓発を後押しする。 

エ 協働のためのプラットフォームの構築 

国，国際機関，市民社会の間のパートナーシップを促進し，協働のためのプラットフォ

ームを構築する。 
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３ ひろしま国際平和創造センター(仮称)について 

（１）設置目的 

核兵器のない平和な世界の実現を目指して，様々な主体とのネットワークを構築しながら，

国際社会への働きかけを強化し，ひろしまイニシアティブを推進する。 

（２）主な機能 

・核抑止に代替する新たな安全保障政策に関する研究機能 

・核兵器廃絶と国際平和の実現に貢献する人材育成機能  

・核兵器廃絶に向けた賛同者を増やし行動につなげる情報発信機能 

・平和問題解決へ主体的に行動するコミュニティの形成機能  

・平和に関する資源の集積機能 など 

（３）構成する団体（一覧） 

会長：広島県知事，構成団体：19 団体 

広島県市長会，広島県町村会，中国経済連合会，広島商工会議所，広島経済同友会，広島県

経営者協会，日本青年会議所中国地区広島ブロック協議会，広島大学，県立広島大学，広島

市立大学，広島経済大学，広島修道大学，広島女学院大学，国際協力機構中国センター，ひ

ろしま国際センター，ユニタール広島事務所，ひろしまＮＰＯセンター，ＮＧＯひろしま，

広島県（順不同） 

（４）設置方法 

既存の平和推進ネットワーク協議会を改組して設置する。 

（５）設置場所 

広島県庁地域政策局平和推進プロジェクト・チーム内 

（６）設置時期 

 令和３年４月１日から 
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ひろしまイニシアティブ骨子（案） 

～核兵器廃絶のための世界的行動の呼びかけ～ 
Hiroshima Initiative 

Global Call to Action to End Nuclear Weapons 
 

核兵器廃絶のための世界的行動の呼びかけ 
核兵器は，切迫した脅威を人類全体にもたらしている。核兵器廃絶は，持続可能な地球そ
して人類の生存を保障するために，必ず実現しなければならない課題である。最近の国際
関係の悪化は核の脅威を増大させており，これに科学技術の発展が絡むことで不確実性は
一層高まっている。また，気候変動と災害の甚大化は，私たちが生存のために結束した行
動をとることを緊急に求めている。さらに新型コロナウイルス感染症（COVID-19）の世界
的拡大は，国際社会に対して，共通の安全保障のための一層の協力を求めている。COVID-19
のパンデミックは，「理論上は起こりうるが現実には起きないだろう」と根拠なく思われ
てきた大惨事が現実に起こりうることを示した。人類が対処不能な大惨事を起こしうる脅
威は，それが起きる前に，取り除いて予防するほかない。被爆 75 年を契機に，広島県は核
兵器廃絶のための世界的な行動をすべての国，国際機関，市民社会に改めて呼びかける。 
 
1．国連における核兵器廃絶目標の合意 
今日，世界各国の政府や国際機関，企業を含む市民社会は，国連の持続可能な開発目標
(SDGs)を達成するために協力を強めている。核兵器は，このためのあらゆる努力に対する
脅威となっている。核兵器が使用されたら，その影響は世界の環境，社会，経済のあらゆ
る基盤を破壊し，取り返しのつかない影響をもたらす。核兵器の保持，近代化を含む開発
に注がれている資源は，SDGs 達成のために振り向けられるべきである。国際社会は，国連
事務総長の「軍縮アジェンダ」を着実に履行しつつ，SDGs と軍縮の関係について議論をさ
らに深める必要がある。国連創設 100 年を目指した目標の中に，国連加盟国は一致して，
核兵器廃絶の達成を位置づけるべきである。そのため，遅くとも 2030 年には核兵器保有国
を含む明確な国際合意が達成されなければならない。せめて被爆者が御存命のうちに，一
日も早く核兵器廃絶が国際合意となるように，さまざまな国際的プロセスにおいて働きか
けを強めていく必要がある。 
 
2．核兵器を拒否する世界的規範の強化 
被爆者は，自らが生きているうちに核兵器廃絶をと願い，訴えてきた。その声は，2017 年
に核兵器禁止条約の採択，2021 年にその発効という形で結実した。広島県は，日本政府を
はじめ世界のすべての国の政府に対して，同条約に署名・批准するよう求める。同時に，
被爆者が訴えてきた核兵器の非人道性を世界に伝えていく若い世代の育成にさらに力を入
れていく。これらの取組が核兵器を非正当化し，これを拒否する規範を強化し，各国を動
かす力になる。 
 
3．核軍縮の促進と核兵器に依存しない安全保障の探求 
核軍縮のための二国間および多国間の諸条約の多くが危機に瀕しており、その立て直しが
急がれる。国際社会は，既存の核軍縮合意を維持しその完全履行を確保しつつ，新たな核
軍縮・軍備管理の交渉を促進するために協力すべきである。核兵器のない平和な世界を達
成するためには，それを支える新たな安全保障メカニズムが必要である。既に多くの専門
家や研究機関が，核抑止に代替する核兵器に依存しない安全保障政策や核軍縮の具体的方
策について提案している。広島県は，これらの研究と啓発をさらに後押ししていく。 
 
4．協働のためのプラットフォームの構築 
広島県は，この呼びかけに応える国，国際機関，市民社会（企業，NGO，教育，宗教，メデ
ィアなど）の間のパートナーシップを促進し，協働のためのプラットフォームを構築する。
既存のネットワークや枠組みを生かしながら，さまざまな取組がさらに有効に連携しあえ
るような場を，広島県は提供していく。国際的には，諸政府や国際機関，NGO が協議する場
を提供し，国内的には，行政と市民社会が知恵と力と資金を出し合う仕組みを強化する。
同時に，世界中の一人一人が，自発的に，核兵器廃絶への思いを高め，発信していく機運
を盛り上げていく。これらのプロセスでは，被爆者の声を継承しつつ，若い世代が中心に
いることが不可欠であり，とりわけ女性のリーダーシップを促進することが重要である。 

 

別紙 


